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　安倍元総理の銃撃事件をきっかけに、統一
協会と政治家との関係性がクローズアップさ
れています。市民のみなさんからは、さいた
ま市と統一協会に関する疑問が噴出してお
り、党市議団としても率先して調査・行動し
てきました。
　8月 22日、たけこし連市議は、市に対し
て統一協会とその関連団体からの寄付金の受
け取り、企画の後援、市施設の貸し出し、市
長の祝電等メッセージといった関係があるか
について調査を依頼しました。
　すると、8月2日の記者会見では「統一協
会との関わりはない」と述べていた清水勇人
市長が、9月 1日の記者会見で統一協会系
団体のイベント（ピースロード）から表敬訪
問を受けていたことを自ら認めました。しか
も、市長が記者会見で述べた調査項目は、た
けこし市議が依頼した調査項目と完全一致し
ています。調査依頼に応じる過程で関わりが
発覚し、議会前に自ら認めることで、リスク
を回避しようとしたのでしょうか。

　さらに、記者会見を受け、たけこし市議が
表敬訪問時の資料を市に請求したところ、出
されたのは重要な部分が黒塗りの資料でした
が、実行委員長をはじめ役員に県議が2名、
市議が6名、名前を連ねていることが明ら
かになりました（写真）。この人物たちが誰
だったのかも含めて、市民に明らかにするこ
とが求められています。
　この他にもさいたま市議2名が統一協会

検証！ 統一協会と
さいたま市の関係

系の雑誌を政務活動費で購入しており、しか
も定価よりも3000円～ 1万 6000円多く
支出していたことが発覚しています。

議長に調査を要請

　9月 6日、日本共産党さいたま市議団が、
阪本克己さいたま市議会議長に対し統一協会
問題について申し入れを行いました。
　申し入れでは、統一協会は霊感商法や集団
結婚などで多くの被害者を出しているカルト
集団であるとともに、前述のように、関連団
体が主催するイベントの実行委員会関係者
が、県議や市議の関与によって清水勇人市長
を表敬訪問していた事実を指摘しています。
　そのうえで、さいたま市議会が市民の不安

の声に応えるためにも、各議員の実態を調査・
把握し、統一協会及び関連団体の活動に手を
貸すことのないよう、議長から各会派に要請
するよう求めました。
　この申し入れについては、9月 7日の各
派代表者（団長）会議において、阪本克己議
長から、「日本共産党市議団から、統一協会（世
界平和統一家庭連合）との関係についての申
し入れがあった」と報告されましたが、議会
外の事であるとして、議長としての対応はせ
ず、実態調査は各会派に任されることとなり
ました。
　清水勇人市長が公務として関連団体から表
敬訪問を受け、その訪問は市議が要請したも
のであることが分かった以上、あらためて議
会として調査のうえ、その情報を公開するこ
とが必要です。

阪本議長に申入書を手渡すとりうみ団長
（中央）ととば市議

市から提出された
ピースロード実行委員会表敬訪問時の資料



（2） 日本共産党さいたま市議団ニュース No.971（2022 年 9月 18日・25日）

神田よしゆき
市議（北区）

金子あきよ
市議（南区）

たけこし連
市議（中央区）

とりうみ敏行
市議（浦和区）

松村としお
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あなたの身近な議員です

市議団ニュースは政務活動費で作られています

　9月8日、とばめぐみ市議が、9月議会の
議案に対する質疑を行いました。
　はじめにとば市議は、昨年度の感染症予防
事業負担金の総額と内訳について質問しま
した。国からの交付金17億 7143万円に対
し、実績が11億 2464万円（うち新型コロ
ナウイルスPCR検査費用6億 9000万円、
入院医療費等3億 6000万円）となってお
り、市は6億4678万円を国に償還しました。
とば市議は「検査や医療をもっと拡充できな
かったのか」と質しましたが、市は「必要な
ものを実践した」と答弁しました。
　次に、来年度予定されている「さいたま国
際芸術祭2023」について質し、今回の補正
予算もあわせ、総額5億 7300万円の事業
であることが明らかになりました。海外アー
ティストによるアートプロジェクトと市民参

加による市民プロジェクトを合わせて4億
8000万円の予定ですが、市民の強い要望が
あったことから市民プロジェクト関係費を増
額し、市民参加の機会を拡充することが示さ
れました。
　続いてとば市議は、昨年度の実質収支額
73億円の黒字の要因について質問しました。
市は市税収入が予算を上回ったことと、臨時
特別給付金やワクチン接種事業が見込みを下
回ったことを理由としています。
　岩槻本町保育園の建替における仮設園舎の
入札不調の理由について、「建築資材高騰で
応札が予定価格を超過した」との市の答弁に、
とば市議は「物価高騰と資材不足は深刻。入
札不調を避けるために賃金基準や資材価格想
定を見直すことは検討したのか」と再質問。
市は「業者の見積もりを参考に仕様を決定し
たが、今後は入札不調がないよう対応してい
く」と述べました。
　地方公務員の定年は、国家公務員の定年を
基準として条例に定めるものとされているこ
とから、国家公務員の定年引上げに連動して
本市でも定年引上げ条例が示されました。給
与は7割となり、管理監督職は降任前の給
与の7割となります。これらの議案について、
今後、常任委員会でさらに質疑していきます。

2021年度は73億円もの黒字
新型コロナ対策で

検査や医療の拡充を
　さいたま市の教員で精
神疾患による病休者数が
2016 年度の 26人から
2021 年度には 93人に
急増していることが、松
村としお市議の調査で明
らかになりました。
　2年前、この件をとり
あげた松村市議の質問に
対し、市教育委員会は「弁
護士を経由した保護者や
地域からの要望などにおける訴訟のおそれと
いった法化現象が進んでいることに原因があ
る」と答弁。松村市議が「市の施策自身も検
証し、見直して負担軽減を」と求めても「市
の施策が原因となっているとは考えていな
い」と省みませんでした。
　コロナ禍で2020年度に全校配置したス
クールサポートスタッフは、市教委のアンケ

ートに9割の教員が「負担軽減に役立った」
と回答したにも関わらず、2021年度にはコ
ロナ前の人数に減らしてしまいました。感染
症対策の負担が激増し、教員が感染して休ん
でも現場でカバーするしかないなど厳しい状
況が続いています。党市議団として、市が教
員の負担軽減に舵を切るよう、引き続き強く
求めていきます。

教員の精神疾患急増
改善を求める


